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組合の力をさらに伸ばすために！

三重弁護士協同組合
青年部会

池田 仁美 氏

　みなさま、はじめまして。弁護士の池田仁美と
申します。

　この「つぶやき」を書いている今（3月末）、事務所から見
える桜は満開を迎えようとしています。歓送迎会を兼ねて
お花見でもという光景は、少し懐かしいものになりました
が、みなさまが本誌をお手に取られる頃には、新入社員や
異動等の人の動きに伴う忙しさが落ち着き、新たな人間関
係が築かれているのではないでしょうか。
　今回は、令和4年4月1日から中小企業の事業主にも義
務化された、労働施策総合推進法に基づく「パワーハラス
メント防止措置」についてお話し致します。

　事業主のみなさまは、どういう行為がパワハラ
に当たるのかについて、強い関心を持たれている

と思います。労働施策総合推進法（令和2年6月1日改正）
は、職場におけるパワハラを、次の⑴～⑶の全てを満たす
行為と定義しています。
　⑴　優越的な関係を背景とした言動
　⑵　業務上必要かつ相当な範囲を超えたもの
　⑶　労働者の就業環境が害されるもの
　もっとも、パワハラに該当するかは、当該言動の目的や
言動が行われた経緯や状況等、様々な要素を総合的に判断
することになります。

　今回、職場におけるパワハラに対して、事業主
が必ず講じなければならないとされた措置の概要

は、次のとおりです。
　まずは、「パワハラを行ってはならないこと」や「行為者に
対して厳正に対処するという方針」を明確にし、就業規則
等に規定し、労働者に周知・啓発することが必要です（①）。
次に、相談窓口を定めて労働者に周知し、相談に応じて適
切に対応可能とする体制を整備することが必要です（②）。
そして、実際にパワハラの相談がなされた場合には、迅速
かつ正確に事実関係を確認し、被害者に配慮する適切な措
置を速やかに行うと共に、行為者への措置を適切に行う必
要があります。また、再発防止措置を講ずることも必要で
あり（③）、さらに、相談者・行為者双方のプライバシー保
護に必要な措置を講じ、その旨を労働者に周知することや、
相談したこと等を理由とした不利益な扱いをしない旨を定

め、労働者に周知・啓発することも必要です（④）。
　これらの措置を採らない場合、行政処分（助言・指導・
勧告）の対象になり、勧告に従わない場合には、企業名が
公表されることもあります。

　事業主が講ずべきとされた措置の中で、相談体
制の整備（②）が、特にみなさまの頭を悩ませてい

るのではないかと思います。社内の相談担当者として誰
が適任か、プライバシー保護や聴き取り等によるセカン
ドハラスメント防止に留意した体制とはいかなるものか、
果たして相談担当者が中立的立場で事実関係を聞き取る
ことができるのか、等は非常に難しい問題です。
　未然に防ぐための啓発（研修等）に努めても、パワハラ
問題は生じ得ます。その際に、どう動くかを予め考えてお
くことは、問題を大きくまたは複雑にすることなく解決
するために非常に重要です。社内の相談担当窓口の設置
のみではなく、弁護士や社会保険労務士等の利用をご検
討頂くことも一つの方法かと思います。

　パワハラ防止措置の義務化は知っているが、
日々の業務に追われて具体的にはまだ何も・・・

というのが実状ではないでしょうか。同じく令和4年4月
1日から段階的に施行されている育児・介護休業法（令和
２年6月3日改正）への対応（育休取得可能な従業員への
個別の周知や意向の確認の義務化）にも悩まれているかも
しれません。
　ただ、従業員のメンタルヘルスの維持や、職場内の円滑
なコミュニケーションが、人材の定着や新たな人材確保、
従業員のパフォーマンスの向上に繋がることは、日々の
業務の中でご経験があることではないかと思います。
　私は、これらの義務化で事業主に求められているのは、
円滑なコミュニケーションが可能な職場づくりであり、仕事
と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）や、無用なスト
レスからメンタルヘルスを守ることによって、従業員が能力
を最大限に発揮できる職場づくりである、と考えています。
　そのため、事業主のみなさまには、日々の業務能率や業
績の向上に直結する事柄として捉えて頂き、例えば社内に
パワハラ相談専用メールアドレス（担当窓口のみ閲覧可能な
もの）を設置することから、始めて頂ければと思います。

各種講演及びセミナー講師の派遣など承ります。三重弁護士協同組合 青年部会 TEL：059-228-8898
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「パワーハラスメント防止措置」について

中小企業組合士制度とは

　中小企業組合士制度は、昭和49年度から中小企業庁の後援を得て実施しているもので、中小企業組合の
役職員等を対象として、全国中小企業団体中央会が組合の職務の遂行及び指導に必要な知識に関する試験

（中小企業組合検定試験）を行い、試験に合格した者の中から、組合及びこれに準ずる機関において３年以上
の実務経験を有する者に対し中小企業組合士の称号を与えることにより、組合の役職員等の資質の向上を
図り、もって組合の健全な発展に資することを目的とするものです。
　いま、組合は共同事業の円滑な運営、組合員間の
活発な交流・連携の推進等に加え、組合法の改正に
より、ガバナンス（組合自治）の充実が求められてい
ます。このような課題や要請に応えるためには共同
事業の運営に当たる事務局の強化が不可欠であり、
組合運営の経験と専門的知識を備えた人材が必要
となっています。
　現在、全国で2,846名(令和４年６月１日現在)の
中小企業組合士が登録されており、それぞれの分野
において活躍しています。
　皆様方のチャレンジをお待ちしております。
お問い合わせは、企画情報課までお気軽にどうぞ！

中小企業組合検定試験の概要
 「組合制度」「組合運営」「組合会計」の
３科目で、３科目すべてに合格すると中
小企業組合士の認定資格が得られます。
　一部の科目について合格した場合は、
その後３年間はその科目の受験が免除
されます。

試験科目

試 験 日 毎年12月の第１日曜日

９月～10月中旬

5,000円（一部科目免除者は、3,000円）受 験 料

受験申込

脱退を申し出た組合員の
取扱い等について

　中協法第18条に、組合を脱退する
には「90日前までに予告し、事業年度

の終りにおいて脱退することができる」とあるが、
例えばある組合でなされた議決が一部の業態の
組合員に著しく不利で営業不能となるため、仮に
9月1日に脱退を通告しても、翌年3月末日までは
脱退できないか。また、その間、議決に拘束され
るか。

　組合員が転廃業して組合を脱退した
が、1 ヶ月又は2 ヶ月後再び元の事業

を始めた場合、前に加入していた組合の拘束を受
けるか。

　中協法第18条に自由脱退の
予告期間及び事業年度末でなければ脱退
できない旨を規定した趣旨は、その年度
の事業計画遂行上、組合の財産的基礎を
不安定にさせないためであるから、設問
のような場合、すなわち9月1日に脱退を
予告しても翌年3月末日迄は脱退できな
い。したがってその間、除名されない限り
は依然組合員であるから議決にも拘束さ
れるし、組合員としての権利を有し、義務
を負わなければならない。

　組合員が転廃業をすれば、組
合員資格を失い、法定脱退することにな
るので、組合員資格としての事業を再開
しても、直ちに組合員となるわけでない
から、その組合の拘束を受けることはない。
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